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令和８年度事業計画 
 

 

Ⅰ 事業運営方針 
 

  地方行政の能率的な運営の確保と地域住民の福祉の向上並びに地域社会の健全な発展

に資するために、地方行政の担い手である地方公務員の安全衛生対策に関するノウハウ

の開発提供、人材育成としての研修、健康づくり支援、情報交流等を推進することにより、

地方公務員の安全と健康を確保し、公務災害を未然に防止するとともに、快適な職場環境

の形成を促進し、もって、公務の効率的な運営の確保等を図ることとしている。 

 特に、近年のメンタルヘルス不調者の増加にかんがみ、地方公共団体のメンタルヘルス

対策を支援するため、「メンタルヘルスマネジメント実践研修会」の開催や「メンタルヘ

ルス対策支援専門員派遣事業」、「メンタルヘルス対策サポート推進事業」を引き続き実施

するとともに、総務省公務員部と連携し、新たに地方公共団体のメンタルヘルス対策に関

する計画の策定支援を行う。 

 

 

Ⅱ 事業計画 
 

【公益目的支出計画実施事業】 

 

１ ノウハウ開発提供事業 

 

（１）公務災害発生状況の分析 

   公務災害の発生状況を分析し公務災害防止に資するため、「公務災害の現況」及びそ

の要約版を作成する。                                     

 

（２）研修会用教材の作成・提供 

安全衛生研修会等各種の研修会をより効果的なものとするため、昨今の社会・経済情

勢等に基づき特に重要性や緊急性の高い事項を題材としたテキスト等を作成し、研修

会等で使用・配付する。 

なお、令和８年度においては、最近の法改正等を踏まえ、「地方公共団体のための安

全衛生推進者ハンドブック」及び「地方公共団体の安全衛生管理」の改訂を行う。 

 

２ 人材育成研修事業  

 

［安全衛生基本研修］ 

（１）安全衛生基本研修会 

人事・厚生担当者、安全衛生担当者等を対象に、安全衛生管理や安全衛生活動の基礎

知識について、東京に加え、新たに地方都市において研修会を行うとともに、オンデマ

ンド方式のオンライン研修を行う。 
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（２）公務災害防止対策セミナー 

 ア 公務災害の防止に資するため、各都道府県・政令市等の安全衛生管理担当者、管理監

督者等を対象に、安全衛生管理の基本である事業者責任・安全配慮義務、メンタルヘル

ス対策等について研修会を行う（地方公共団体との共催研修はオンラインの併用可）。 

 イ 市町村職員の安全衛生教育を着実に進めるため、市町村等が実施する安全衛生研修

会等に講師を派遣する等の研修支援を行う。 

 

［専門研修］ 

（３）メンタルヘルスマネジメント実践研修会 

管理監督者や人事・厚生担当者、衛生管理者、安全衛生推進者等を対象に、職場のメ

ンタルヘルス対策を推進する上で必要な基本的な知識、組織体制づくり、ハラスメント

防止、職場復帰プロセスの考え方、具体的な対応事例等について研修会を行う（地方公

共団体との共催研修はオンラインの併用可）。 

 

（４）現業部門安全管理研修会 

上下水道、交通、土木、清掃、学校給食、電気及びガス等の現業職場の安全管理者、

安全衛生推進者及び安全衛生担当者等を対象に、職場における安全管理に関する実践

的な研修会を行う。 

 

（５）職場の衛生管理研修会 

衛生管理者、衛生推進者及び健康管理担当者等を対象に、メンタルヘルス、過重労働

対策など職場における衛生管理に関する実践的な研修会を行う。 

 

［職種別研修］ 

（６）警察職員安全衛生管理セミナー 

警察本部の安全衛生担当者等を対象に、警察職員の安全衛生管理等の対策について

セミナーを行う。 

 

（７）消防職員安全衛生管理研修会 

 ア 消防本部等の安全衛生担当者等を対象に、実践面からみた消防職員の安全及び健康

管理の推進を図るため、情報交換を交えた研修会を行う。 

イ 消防職員を対象に、惨事ストレス対策等について研修会を行う（地方公共団体との共

催研修はオンラインの併用可）。 

 

（８）学校における安全衛生管理者研修会 

   学校長、教頭等の学校における安全衛生管理者を対象に、学校現場の安全衛生活動の

知識を習得するための研修会を行う（地方公共団体との共催研修はオンラインの併用

可）。 

 

（９）職域保健師研修会 

職域担当の保健師等を対象に、産業保健師に求められる基本的な職場活動に関する

知識や技術の取得等を目的とした研修会を行う。 
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３ 健康づくり支援事業 

 

（１）地方公務員の健康状況等に関する実態調査 

地方公共団体における健康管理施策に資するため、地方公務員の健康状況等及び健

康管理事業の実施状況等を全国調査し、「地方公務員健康状況等の現況」等として地方

公共団体に配付する。 

 

（２）職域担当看護職研究会 

職域担当の看護職を対象に、職務上の諸課題の解決策等の研究・討議、情報交換を行

う。 

 

（３）メンタルヘルス対策支援専門員派遣事業 

大規模災害等が発生し職員の惨事ストレスが危惧される等の地方公共団体に対して、

その要請に基づき専門員を派遣し、心の健康セミナーや個別面接による職員の惨事ス

トレス対策を実施し、メンタルヘルス対策の支援を行う。 

 

（４）自治体産業医連携推進事業 

   地方公共団体が選任している産業医等を対象に、公務職場における安全衛生上の課

題解決策を検討するとともに、専門知識やスキルの向上を図ることなどを目的として

自治体産業医研究会を開催する（オンライン参加も可能）とともに、後日オンデマンド

方式により配信する。 

また、自治体産業医間のオンラインネットワークを構築して、産業医間の情報交換や

国の政策の動向等の共有などを行う。 

 

４ 情報交流・広報啓発事業   

 

（１）広報誌「地方公務員 安全と健康フォーラム」の発行 

安全衛生に関する情報を幅広く提供するため、広報誌「地方公務員 安全と健康フォ

ーラム」を年３回発行し、地方公共団体及び関係団体に配付する。 

 

（２）職場環境改善アドバイザー派遣事業 

地方公共団体の要請に基づいて、各事業場に安全衛生に関する専門家を派遣して安

全衛生診断を実施し、職場環境の改善点や改善手法のアドバイス等を行う。 

 

（３）作業環境測定士派遣事業 

地方公共団体の要請に基づいて、各事業場に作業環境測定士を派遣して事務所環境

や作業場所などの測定と評価を実施し、作業環境改善のためのアドバイスを行う。 

 

（４）公務災害防止対策アドバイザー派遣事業 

地方公共団体の要請に基づいて、公務災害が発生した事業場や公務災害の発生が危

惧される事業場に対し、公務災害防止に関する専門家を派遣して、公務災害防止に関す

るアドバイスを行う。 

 

 



 

4 
 

（５）ホームページの運用 

ホームページの内容を充実し、地方公務員向けの安全衛生に関する情報を幅広く提

供する。 

 

【その他事業】 

 

１ 資格取得研修事業  

 

（１）衛生管理者受験講習会 

   衛生管理者免許試験の受験予定者に、合格に必要な知識を付与するための講習会を

行う。      

 

（２）安全衛生推進者養成講習会 

安全衛生推進者の資格を付与するための講習会を行う。 

 

（３）産業医研修会 

産業医及び産業医資格を取得しようとする医師を対象に、資質の向上を図るための

研修会を行う。 

 

２ 受託事業  

 

  地方公務員災害補償基金の委託により、次の調査等を実施する。 

 

（１）公務災害等発生状況調査 

地方公務員の公務災害の未然防止、特に死亡災害に対する注意喚起を図るために、公

務上の死亡災害発生状況について調査・分析を行う。 

 

（２）メンタルヘルス対策サポート推進事業 

 ア 相談窓口設置・相談員派遣 

地方公共団体等のメンタルヘルス対策を支援するため、担当者向けの相談窓口を設

置し、メンタルヘルス対策のための体制づくり、ストレスチェック制度の実施方法等も

含めたメンタルヘルス対策全般について、専門の相談員によるアドバイス等を行い、相

談内容等を踏まえ必要な場合には、専門の相談員を地方公共団体等に派遣する。 

 イ メンタルヘルス対策に関する計画の策定支援等 

総務省公務員部と連携し、メンタルヘルス対策に関する計画の策定等を支援するた

め、アドバイザーを地方公共団体に派遣するとともに、同計画の策定支援等に関する研

修会を行う。 

 

（３）公務災害防止啓発映像教材制作事業 

「公務職場における熱中症対策」（仮称） 

気候変動等の影響により近年では、真夏以外の時期や昼間以外の時間帯、屋内の職場

においても熱中症が発生し、軽度の症状であっても短時間で重症化し、死に至ることも

あるため、予防対策の徹底が急務となっている。 
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また、労働安全衛生規則の改正により令和７年６月から、事業者には熱中症の重篤化

を防止するための体制の整備、手順の作成、関係者への周知が義務付けられ、地方公共

団体においても適切な対応が求められている。 

このため、熱中症予防対策について作業環境管理や健康管理の面から基本的な考え

方を示すとともに、各職場の特性を踏まえた具体的な対策例を解説した映像教材を制

作し、協会ホームページからオンデマンド配信により地方公共団体に提供する。 

 

３ その他 

 

（１）講師等の紹介 

地方公共団体の依頼により、研修会の講師等を紹介する。 

 

（２）制作物の有償頒布等 

当協会で作成した安全衛生関連図書の有償頒布、映像教材の貸出を行う。 

 

 



令和８年度（２０２６年度）　安全衛生研修会等開催予定一覧

名　　称 対象者 期　日 開催地等 定員

 ５月１５日(金) 東京：三田ＮＮホール 100名

 ９月１１日(金) 石川：金沢商工会議所ホール 100名

 ６月頃～１２月末日（予定） オンデマンド配信 ー

公務災害防止対策セミナー
安全衛生担当者、安全管理者、衛生管理者、
安全衛生推進者、管理監督者

公務災害防止対策セミナー
市町村研修支援

市町村職員

現業部門安全管理研修会 現業部門において安全管理を担当する者  ７月１０日(金) 東京：三田ＮＮホール 100名

職場の衛生管理研修会
衛生管理者、安全衛生推進者、健康管理担当
者

 １２月４日(金) 東京：三田ＮＮホール 100名

 ６月１１日(木)～１２日(金) 東京：三田ＮＮホール 100名

 １０月８日(木)～９日(金) 大阪：新梅田研修センター 100名

 １１月１９日(木)～２０日(金) 福岡：リファレンス大博多ビル 100名

メンタルヘルスマネジメント
実践研修会(共催)

人事・厚生担当者、健康管理担当者、
衛生管理者、保健師等

警察職員安全衛生管理セミナー 警察職員(安全衛生担当者)  ９月２５日(金) 東京：三田ＮＮホール 100名

 ７月１６日(木)～１７日(金) 東京：三田ＮＮホール 130名

 ９月３日(木)～４日(金) 大阪：新梅田研修センター 130名

 ９月１７日(木)～１８日(金) 福岡：リファレンス大博多ビル 130名

 １０月１日(木)～２日(金) 札幌：ＡＣＵ大研修室1606 100名

 令和９年１月１４日(木)～１５日(金) 東京：三田ＮＮホール 130名

消防職員惨事ストレス研修会 消防職員(安全衛生担当者)

学校における安全衛生管理者研修会 学校の教職員(安全衛生管理者)

 １０月１６日(金) 東京：三田ＮＮホール 50名

 １１月２７日(金) 大阪：新梅田研修センター 50名

 前期　７月頃(予定) 東京：未定 70名

 後期　令和９年１月頃(予定) 東京：未定 70名

 前期　７月頃(予定) 関西地区：未定 70名

 後期　令和９年１月頃(予定) 関西地区：未定 70名

自治体産業医研究会
(担当:企画課）

地方公共団体が選任している産業医（常勤職
員、非常勤嘱託員）等

 １０月～１１月（予定）
東京：未定
（オンライン参加可、後日オ
ンデマンド配信）

60名

 ５月２０日(水)～２２日(金) 東京：三田ＮＮホール 120名

 ６月２４日(水)～２６日(金) 名古屋：名古屋サンスカイルーム 120名

 ７月１日(水)～３日(金) 大阪：新梅田研修センター 130名

 １０月２８日(水)～３０日(金) 大阪：新梅田研修センター 110名

 １１月４日(水)～６日(金) 東京：三田ＮＮホール 120名

 １２月９日(水)～１１日(金) 名古屋：名古屋サンスカイルーム 120名

 ５月２８日(木)～２９日(金) 東京：三田ＮＮホール 100名

 ６月４日(木)～５日(金) 大阪：新梅田研修センター 100名

 ８月２７日(木)～２８日(金) 東京：三田ＮＮホール 100名

産業医研修会
　　　　  　　 <受講料  3,300円>

地方公共団体が選任している産業医（常勤職
員、非常勤嘱託員）、又は地方公共団体に勤務
し、産業医に選任予定の医師

 令和９年２月４日(木) 東京：大手町サンケイプラザ 250名

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会

安
全
衛
生
基
本
研
修

安全衛生基本研修会 人事・厚生担当者、安全衛生担当者等

 期日・会場については、共催する地方公共団体と協議の上決定する。
 全国１０会場で開催予定。

 地方公共団体等が行う市町村職員向け研修に講師費用等の支援を行う。
 全国５５団体を支援予定。

専
門
研
修

メンタルヘルスマネジメント
実践研修会

人事・厚生担当者、健康管理担当者、
衛生管理者、保健師等

 期日・会場については、共催する地方公共団体と協議の上決定する。
 全国２１会場で開催予定。

職
種
別
研
修

消防職員安全衛生管理研修会 消防職員(安全衛生担当者)

 期日・会場については、共催する地方公共団体と協議の上決定する。
 全国４会場で開催予定。

 期日・会場については、共催する地方公共団体と協議の上決定する。
 全国１０会場で開催予定。

職域保健師研修会

　　　合計　１３１箇所・団体　(主催３１、共催４５、市町村研修支援５５)

職員健康管理担当の保健師等

健
康
づ
く
り

職域担当看護職研究会
(担当:企画課）

職員健康管理担当の看護師、保健師

資
格
取
得
研
修

衛生管理者受験講習会
               <受講料　4,400円>

衛生管理者試験の受験予定者

安全衛生推進者養成講習会
               <受講料　4,400円>

安全衛生推進者の資格を取得しようとする者

参 考


